
日本経団連
提言の
考え方

・燃え殻
・汚泥
・廃油
・廃酸、廃アルカリ
・プラスチック類
・木くず、紙くず
・繊維くず
・ゴムくず
・金属くず
・硝子くず
・鉱さい
など

各種リサイクル法
・容器包装 ・家電
・建設資材 ・食品 （・自動車）

廃棄物の定義と改革の方向廃棄物の定義と改革の方向廃棄物の定義と改革の方向

一
般
廃
棄
物

家庭ごみ
・厨芥類、粗大ごみ
・ビン・缶
・容器包装など

①有価物および適用除外物（土砂等）は
　従来通り廃棄物処理法の規制対象外
　 とする。

②無価であってもリサイクルできるもの
　については、資源有効利用促進法
　および各種リサイクル法等を拡充し、
　廃棄物処理法の規制対象外とする。

③土砂（建設発生土）、建設汚泥（泥土）
　等は、新たな法制化等により同じ括り
　のなかで品質、安全性をコントロール
　する仕組みをつくり、有効利活用の道
　を図る。
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　　 については、資源有効利用促進法については、資源有効利用促進法
　　 および各種リサイクル法等を拡充し、および各種リサイクル法等を拡充し、
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③土砂（建設発生土）、建設汚泥（泥土）③土砂（建設発生土）、建設汚泥（泥土）
　等は、新たな法制化等により同じ括り　等は、新たな法制化等により同じ括り
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無価

廃棄物の定義に関する提言
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個別ﾘｻｲｸﾙ法

再生・再利用可能資源（リユース・リサイクル可能物）単純焼却
埋め立て

廃棄物処理法

土　砂　な　ど

中間取りまとめの
｢不要物以外の
リサイクル可能物｣

廃棄物処理法

・業の許可
・施設の許可
・処理基準など

現行法

・主務大臣認定
・再利用率基準の明確化
・情報開示義務
・監査制度など

資源循環に必要な措置等

資源有効利用促進法、
各種リサイクル法等の拡充。
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業
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物

　

１０業種・６９品目を対象に
横断的に事業者の３Ｒの取組み
を義務づけている。
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事業系一般廃棄物
（紙ごみ、生ごみなど）

中間取りまとめ

（循環資源は各種リサイクル法等で対応）

適正な管理が必要

２００２年７月１６日
（社）日本経済団体連合会　

循環型社会形成推進基本法

資源有効利用促進法資源有効利用促進法
各種リサイクル法等各種リサイクル法等

｢循環資源｣

ﾘｻｲｸﾙ促進のための特例範囲
（廃棄物処理法の規制対象外）
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有価

既存の
資源循環システム
（規制対象外）

専ら物
（古紙、ビン、金属屑、衣類）

現行廃棄物処理法による廃棄物

資源有効利用促進法
・指定省資源化製品
（自動車、家電、パソコンなど）
・指定再利用促進製品
（自動車、家電、金属家具など）
・指定表示製品
（缶、ペットボトル、容器包装など）
・指定再資源化製品
（小型二次電池、パソコンなど）
・指定副産物
（石炭灰、建設土砂・コンクリートなど）

使用済み資材、原料
（スラグ等副産物、製品端材など）


